
第4部　市民の教育と文化

4－2　社会教育･文化･レクリエーション


統計表の編成と基礎資料

この分野は、社会教育に関する統計表、文化に関する統計表及びレクリエーションに関する統計表によって編成されている。
この分野が多方面にわたるため、統計表も、公民館(社会教育センター)や図書館など社会教育施設の利用状況に関するもの、国宝･重要文化財の推移や文化･観光施設の入場者数に関するもの、ラジオ･テレビの放送受信契約数･普及率に関するもの、競輪･競馬開催状況や娯楽場に関するものと広範囲にわたっている。
基礎資料は、『名古屋市統計書』、『名古屋市統計年鑑』、『半世紀の歩み』(名古屋市公会堂編)及び『教育要覧』などであるが、名古屋市教育委員会をはじめとする各関係機関の業務統計によっている。
社会教育･文化行政の沿革と概要

戦前においては、教育は国の事務とみなされ、本市においても国の監督の下に行われていた。社会教育の分野では、大正12年に市立名古屋図書館(現在の鶴舞中央図書館)を鶴舞公園内に開設したほか、青年団、婦人団体などの育成や、実業補習学校などによる勤労青年の教育も行っていた。この実業補習学校に関する統計表は、｢4－1学校教育｣の分野に掲載した。
戦後の教育改革により、教育は地方公共団体が自主的に行う事務とされ、教育行政も根本的に改革された。すなわち、昭和22年の教育基本法や学校教育法の制定により、教育委員会の設置や6･3･3･4の新学制が実施された。社会教育の分野でも、昭和24年に社会教育法が制定され、教育行攻の役割は国民の自主的な社会教育活動の助長であることが明確にされた。また、昭和25年の文化財保護法の制定により、教育委員会は当該地方公共団体が処理すべき文化財の管理、修理、公開その他文化財の保存活用に関する事務を行うこととされた。
現在では、本市の社会教育･文化関連施策は多岐にわたっているが、大別すると、1 社会教育施設などの設置運営、2 社会教育事業の実施、3 文化財保護、などとなる。次にその主な事業などを概説する。
1　　社会教育施設などの設置運営

各区に図書館(中区を除く)、社会教育センターを設置し、その他、青年の家、科学館、芸術創造センター、生涯教育センター、婦人会館、博物館、美術館、市営プール、体育館などさまざまな社会教育施設を設置しその充実に努めている。
2　　社会教育事業の実施

｢市民大学｣など学習機会の提供、市民芸術劇場の開催、名古屋フィル-ハーモニー交響楽団など芸術文化団体の活動助成、スポーツ大会やスポーツ教室の開催などを行っている。
3　　文化財保護
市指定文化財の指定と保存修理事業などに対する助成、国指定文化財の管理、埋蔵文化財の発掘調査、史跡散策路の整備、歴史的町並み保存事業、文化財に関する出版物の刊行などを行っている。
以上のほか、青少年対策に関する施策として、青少年健全育成の事業実施のほか、名古屋市青少年育成市民会議･区民会議の活動助成や青少年指導者の養成、青年大会の開催などを行っている。
ラジオ･テレビと競輪･競馬

名古屋市においては、ラジオは大正14年7月15日から名古屋放送局の本放送が開始された。当時、放送局の建物は名古屋城内にあったという。テレビは昭和27年から実験放送が、昭和29年3月からNHK名古屋放送局により本放送が開始された。ちなみにこの年にテレビ塔が完成している。なおラジオとテレビの世帯普及率については、昭和34年以降の統計データが、｢6－9家計｣の分野に掲載されている。
競馬は昭和24年6月5日より開催され、競輪は昭和24年10月29日より開催された。
